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大半の自治体が抱える課題 1

人口減少・高齢化・活力減退

安定した雇用

若い世代の希望をかなえる

地域資源を活かす

安全・安心な暮らし

エネルギーを基盤にした

地域活性化

電気代支払いによる

市外への富の流出
みやま市では

※年間約40億円～50億円

住みたい、住み続けたい
暮らしやすいまちづくり



電力小売り自由化で可能に 2

自由化後自由化前

一般家庭・公共施設・工場など

一般電気事業者
（九州電力等）

電力販売

一般家庭・公共施設・工場など

電力販売

一般電気事業者
（九州電力等）

新電力事業者
（新規参入）

競争

電力販売の地域独占
料金は政府の認可制

電力販売の新規参入が可能に
新電力は料金や条件を交渉で決定



◼ 競争の促進による電気料金の低減

◼ 電力の消費者に、電力会社や料金メニュー

についてより多くの選択肢を提供

◼ 新たなビジネスチャンスの創出
イノベーションが生まれる環境づくり

電力小売自由化の目的 3

（出典：株式会社E-konzal）



電力小売事業の仕組み 4

電力卸売市場

発電事業者
（地域資源の活用）

電力小売事業

太陽光発電

風力発電

新電力会社

電気の消費者

公共施設

家庭

工場等

電力
調達

電力
調達

電力
調達

電力
供給

電力
供給

電力
供給

10 円/kwh 15-30 円/kwh

送配電事業者

送配電
ネットワーク

運用

3-8 円/kwh

（出典：株式会社E-konzal）



「○○市魅力いっぱいの地域エネルギー会社」
による地域活性化 5

発電事業者
（地域資源の活用）

電力小売事業

太陽光発電

（風力利用）
（小水力利用）
（自治体保有の
ごみ発電）

地域新電力会社
「○○エネルギー」

電気の使用者

公共施設

家庭

工場等

電力供給

ファンド（市民
や地域応援者）

電力供給

地域の生活
支援サービス・
省エネ・資金

電気代

先行するみやま市のモデル
（資料編参照）を改良

営業利益

地域のための電力供給事業による様々な地域還元

新たな事業開発による

雇用創出と
税収増加

利益を財源とした

地域の生活支援
サービスの充実

エネルギー需給管理による

再エネ導入
可能量拡大

電気代の割引等による

地域の
魅力度向上

電気代

（出典：株式会社E-konzal）



事例ご紹介みやまスマートエネルギー株式会社について



地域新電力会社設立の趣旨 7



計画準備の経緯① 8



計画準備の経緯② 9



日本初！自治体による低圧電力売買事業会社の設立 10



事業の目的 11



みやま市が電力会社を設立した理由 12




